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Ⅰ はじめに
近年における社会権の要素を放棄したことに対する批判的論評や合理的調整義務に関する重要
性の指摘は, その後も根強いものがある. DDA (Disability Discrimination Act 1995 年) は,
社会権の枠組みによるのではなく, 市民的権利 (human rights) の枠組みにおいて ｢合理的調
整義務｣ を優れて民間企業主に課している. 従来の割当雇用率制を根本的に改編した新制度の核
をなすと評されるのは, 使用者に課される ｢義務｣ だからである. ところが, その義務不履行に
関して使用者が ｢正当化｣ を立証できれば, 障害者差別に当らないとする仕組みを構築した. 極
端な ｢骨抜き制度｣ ではないか, その点に強い関心を持ったのが本稿を認める契機となった.
合理的調整については, EU の ｢雇用均等一般枠組み指令｣ (Council Directive 2000/78/EC
of 27 November 2000 establishing a general framework for equal treatment in employment
and occupation), および国連の ｢障害者人権条約｣ (Convention on the Rights of Persons
with Disabilities, '06 年 12 月 13 日採択, '08 月 3 日発効した〈右時点で 128 カ国が署名, 25 カ
国が批准〉日本は署名はしたが未批准) においても類似の規定を置いている.
だが, それらは ｢義務｣ の文言を欠いており, したがって義務不履行の正当化の規定は基より
存しないが, 加盟国ないし締約国に対してそれらの水準を上回る国内法の整備を要請する仕組み
になっている. DDA は, 直接的には前者 EU 指令との関わりが強いということになる. どのよ
うな影響を実質的に受けたのか, ｢配慮｣ の意味内容をめぐる共通性および相違点について解明
する. また, EU 指令や障害者人権条約に対しては, 実効性確保などの点で法分野以外からも批
判が寄せられているので, それらを析出し整理する.
2004 年は, DDA の一部改正, それより数ヶ月前の貴族院判決とその後の判例動向において,
大きな転換点を印したように思われる. 国内外の批判や動向を真っ向から意識した要素を含んだ,





－－－貴族院の ｢重要原則｣ の展開と DDA の改正－－－
野 村 晃
そうはいっても, 法的仕組み自体が差別禁止法としての性格を有しており, それに基づく法的
枠組み (解釈論) に組み込まれない人々の ｢雇用と職業および生きる権利｣ に関する措置は, 市
民的, 社会的, 経済的, 文化的な総合的繋がりが欠かせないとすれば, 相互連繋に委ねられるべ
き課題は何かなどについて考察したいと考える.
Ⅱ EUの ｢雇用均等一般枠組み指令｣ と国連の障害者人権条約における合理的配慮
(reasonable accommodation) の性格と規範性
1 ｢特例として必要とされる場合｣ の合理的配慮の性格
1 ) EU 指令の合理的配慮 (reasonable accommodation)
｢雇用均等一般枠組み指令｣ の目的は, ｢加盟国内において, 均等待遇原則 (principle of equal
treatment) の効果を挙げる観点から, 宗教, 信条, 障害, 年齢, 性的志向 (sexual orienta-
tion) を理由とする雇用および職業に関する差別と闘うための一般的枠組みを定める｣ (1 条)
ところにある. ｢障害｣ 事由を組み込んだ ｢均等原則｣ が謳われた背後には, それの基礎となる
欧州人権条約の掲げる基本的価値観がある(1).
差別に対する一般枠組み設定の核とされるのは, ｢均等待遇の原則｣ である. 均等待遇とは,
第 1 条に関する理由による ｢直接的もしくは間接的差別のないこと｣ (2 条 1 項) をいう. 例え
ば, 直接差別はいうまでもないが, 間接差別とは ｢明らかに中立条項, 判断基準ないし実施が,
他の者と比較して, 特定の宗教, 信条, 障害, 年齢, 性的志向を理由に不利な立場に置く場合に
生ずる｣ (2 条 2 項 b 号) としている (但し, 差別禁止 (均等原則) に関して, ｢第三国民 (third
country) と無国籍者 (stateless persons) (3 条 2 項), および軍人 (3 条 4 項)｣ への適用を除
外している).
同指令の完全実施に向け, ①積極的是正措置と最小限の要請(2), ②権利保証と立証責任(3), ③
被害者保護に必要な措置(4), ④指令違反に対する制裁と実効性確保の措置(5)などについて規定し
ているが, DDA 上の合理的調整義務 (reasonable adjustments) と関わるものとして合理的配
慮 (reasonable accommodation) について規定している. しかし, 使用者に ｢義務を課す｣
(duty to make) 旨の明文は置かず, 使用者負担との関わりで限定的配慮となっている. その分,
福祉的要素は大きく後退し経済的性格が濃厚に堅持されている, といえる.
同指令は, ｢特例として (in a particular case) 必要とされる場合, 障害者に対する合理的配
慮を要請｣ する. すなわち, ｢障害を持つ者に関する均等待遇原則を遵守するために｣, 使用者に
対し合理的配慮を要請するが, これは, ｢そのような配慮が使用者に不均衡な負荷とならない限
り, 障害者の雇用へのアクセス, 参加, 昇進または必要な場合に職業訓練へのアクセスを可能に
する適切な措置を講ずること｣ を内容としている. ここでも ｢負荷とならない限り｣ となってお
り, その責任は, ｢加盟国の障害者政策に関連する枠内の措置によって十分に救済されれば, 不
均衡とはいえない｣ (5 条) としている.
社会福祉論集 第 119 号
76
その上で, 加盟国に対し積極的差別是正措置の実施を促している. これは, 国連障害者人権条
約の affirmative action と内容的差異はほとんどない. 均等待遇原則の完全実施に向け, ｢1 条
にいういかなる理由による不利益をも防止し損害を補填する特別措置 (positive action) を講ず
ること, およびそれを維持することを妨げるものではない｣ (7 条 1 項) とし, ｢障害者の職場環
境への統合を擁護し促進するための約款を規定すること, およびそれを維持すること｣ (7 条 2
項) を促している.
同指令は, 実効性を確保すべく次のように期限を定めた. 加盟国は ｢遅くとも 2003 年 12 月 2
日までに, この指令の遵守に必要なおよびこの指令の実施に関する団体協約の条項を考慮して,
共同請求の立場で指令を履行する社会的パートナーに委ねる法, 規定, 管理運営条項を制定する
ものとする｣ (18 条) とした.
その後, 2006 年 12 月 2 日を最終期限として, 同指令の遵守に必要な措置を EU 委員会に報告
することを義務付けたが, イギリスは 3 年間の期限延長を申し出ていた. 2004 年 10 月の法改正
はそうした流れの中で実施されたものである. ただし, 同指令は雇用差別のみを禁止しており,
人種・民族均等指令 (2000/43/EC) が, 雇用, 教育, 公共交通, 文化, 商品・サービス提供な
どに対する差別を禁止して, DDA との共通性を有しているのと違いがある.
2 ) 障害者権利委員会の見解
後述アーチボルド (Archibald) 事件においてオニール (O'Neill) は, 障害者権利委員会
(Disability Rights Commission) を代表して, 同委員会の見解と合理的調整義務が必然的に伴
う積極的差別の許容限度に関し基本的, 哲学的な違いがある旨, 主に次の諸点について陳述した.
同指令の目的は, ｢加盟国内での均等待遇原則の実施を目指しており, 雇用と職業に関しては
宗教, 信条, 障害, 年齢, 性的志向に関する理由に基づく差別と闘うための一般的枠組みを定め
ること｣ にあり, 同指令は, ｢加盟国において既に規定されている差別に対する不服申し立ての
基準を低める根拠とすることを許していない｣ (第 8 条 2 項)のである. また, ｢障害を持つ人々
に対する合理的配慮は, 既得権を侵さずに, 優先的処遇ではなく均等待遇の枠組み内｣ にあり
(para 60), ｢従業員が障害者になり, 同じ職場でかつ同じ申し込み事項の下で障害を持つに至っ
ても, 現在の仕事を継続可能にする合理的調整がない場合, 可能性のある適切な何らかの代替勤
務 (そのような場合は合理的再訓練を含む) が考慮されなければならない｣ と述べた.
同指令にいう合理的配慮 (5 条) は, ｢均等待遇原則の実施を確保せんとする｣ もので, 5 条と
の関連性について, ｢使用者に対して不均衡な経費負担を課さなければ, 障害を持つ者が特定の
事案において, 雇用に参加し訓練を受ける手段を持てるようにする必要がある場合に, 使用者が
適切な措置を講ずるべきである｣ ことを意味している. 同指令 7 条は, ｢障害に関し一般的また
は特定の場合における, 積極的差別是正措置｣ について明示している. すなわち, ｢1) 実践にお











これは, 国内法においてかかる基準を上回る規定, 要するに, ｢ヨーロッパ全体規模での障害
者に対する雇用上の差別禁止措置の作成を義務付ける仕組みとなっていること｣ を強調したもの
である.
3 ) DDA の改正
DDA は, 2004 年 10 月 1 日, EU の ｢雇用均等一般枠組み指令｣ が設定した基準, 上述のご
とき ｢ヨーロッパ全体規模での障害者に対する雇用上の差別禁止措置｣ の実施に向け改正された
(Regulations 2003)(7).
障害を持つ者に対する主に 4 つの差別, ①合理的調整義務不履行, ②直接差別(8), ③直接差別
と看做されない不利な処遇(9) (障害者権利委員会の新たな実務指針 (Employment Directive)
の中で援用されている主要な改正事項), それとは別に, 新たに④ハラスメントの禁止(10)が設け
られた.
合理的調整義務について, 6 条 1 項は ｢a) 使用者によるもしくは使用者のために作成される
すべての申し込み事項, または b) 使用者の占有するすべての施設の物理的特徴が, 障害を持た
ない者と比較した場合, 当該障害者に相当程度の不利益を及ぼしている場合, 使用者は当該申し
込み事項もしくは特徴が, 当該事案のあらゆる事情において, かかる影響を及ぼすことを防止す
るための措置を講ずる義務を負う｣ としていたが, 新たな 4 A 条において, ｢使用者によるもし
くは使用者のために作成されたあらゆる申し込み事項｣ を ｢使用者によるもしくは使用者のため
に適用される条項 (provision), 判定基準 (criterion), 実務 (practice)｣ という用語に修正し,
実務指針と一致するように改正された.
18D 条は, ｢あらゆる申し込み事項を含む条項, 判定基準および実務｣ において, ｢障害を持
つ当事者｣ は, ｢雇用を提供すべきとする決定に関する条項, 判定基準および実務との関係で,
使用者に通告した申請人となるかもしれない障害を持つ申請人もしくは障害者を含む｣ とし,
｢使用者は幾つかの状況において, 障害者を有利に処遇するよう要請する｣ 特定配慮のリストを











判断を示していた. 最早, 合理的調整義務不履行の正当化の抗弁を, 使用者は安易に申し立てら
れなくなったといえる(11).
4 ) ｢障害者人権条約｣ における合理的配慮 (reasonable accommodation)
障害者人権条約における合理的配慮は, ｢両当事者が合意によって紛争の解決に到達すること
を目的とするもの｣ ではない. 上述 EU 指令とほぼ類似の内容となっている. ｢特例として (in a
particular case) 必要とされる場合に, 障害を持つ者に対して他の者との均等原則 (equal
basis) に基づき, ｢すべての人権および基本的自由を享受もしくは行使することを保証するため
の必要かつ適正な部分的修正 (modification) または調整 (adjustments)｣ を要請する｣ もの
で, 使用者に対し ｢不均衡ないし過重な負荷 (undue burden) を課すものではない｣ (2 条) と
している. 要するに, 合理的配慮は ｢特例的｣ であり, 使用者の ｢負荷｣ を重視した限定的配慮
といえる.
均等待遇を促進し差別を撤廃するために, 締約国に対して ｢合理的配慮が行われることを保証
するためのすべての適正な行動を執ること｣ (5 条 3 項) を要請し, ｢障害を持つ者が, 如何なる
手続きを経て自由を奪われた場合でも, 他の者との均等原則に基づく国際人権法に依り保証され
る権利を有すること, また, この条約の目的および原則 (合理的配慮を含む) に依拠して処遇さ
れることを保証するもの｣ とし, 障害を持つ者の労働および雇用に関し, 締約国は ｢積極的差別
是正措置, 奨励制度, その他の措置を含む適切な政策および措置を通して, 実効性を保証するも
の｣ としている.
労働と雇用に関わる権利について 27 条は, ｢締約国は, 他の者との均等原則に基づき, 障害を
持つ者の労働権 (right to work) を承認している. この権利は, ｢障害を持つ者, に開かれ, を
含み, が利用できる労働市場または労働環境において, 自由に選択もしくは同意した労働による
生活の機会を獲得する権利 (right to the opportunity to gain a living by work)｣ を含む. 締
約国は, 雇用過程で障害を持つに至った者も含み, 特に次の事項(12)の実施のために, 立法を含む
適正な措置を講ずることにより, 労働権の実現 (realization) を擁護し促進する｣ (1 項) とし
ている. その中で ｢障害を持つ者を公共部門において雇用すること｣ (同項 g 号), ｢民間部門に
おいて, 障害を持つ者の雇用を促進すること｣ (同項 h 号), ｢職場において, 障害を持つ者に対




ところで, 障害を持つ者に関する問題の社会的重要性の承認は, ｢'70 年代後半から'80 年代に
かけ急速に増大し, '90 年代には各国において立法化が図られた｣ が(13), 障害者の人権の性格に
関する原理は, ｢当初は, 法律の専門家によって明確に述べられたわけではなく, 改革論者, 社
会政策の活動家, 人権に関する学者・研究者, 様々な宗教上の教義等が相互に影響を与え示唆し
合って, 人権概念の形成に貢献した｣ のであり, 法律の形成は ｢遅れがちではあったが, 社会変
化に伴って差別禁止立法 (人種, ジェンダー, 障害者) の制定に貢献した｣ といえる(14).
しかし, ｢人権｣ として主張されてはいるが, それは強制力 (拘束力) を欠いている. 国際人
権条約は, 20 カ国によって批准された場合に効力を有する仕組みになっているが, その場合で
すら, 批准国においてのみ効力を有するので, 人権条項は ｢政治的プログラム｣ と位置づける方
が一般的には解かり易い. 条約批准後は, 4 年ごとに条約上の義務に関する実施状況を報告する
義務が課せられており, 国家は概して ｢人権条約の批准に慎重であり, 拘束力を伴う事項につい
て文言を曖昧にする傾向が強い｣ のである(15).
法律家は通常, ｢社会的, 経済的, 文化的権利と, 市民的, 政治的権利とを分離して考える習
性がある. 市民的, 政治的権利 (虐待, 差別, 専権的な投獄, 個人や家庭生活への不合理な介入




例えば, ヨーロッパ人権裁判所は ｢直接差別｣ を原則とする姿勢を崩していないし, また ｢均等
待遇｣ に関する政策の弊害および施設への収容に関する差別といった事柄として認識する傾向に
止まって｣ いる(17). したがって, 国際人権条約の限界性は ｢明白であり, 間接差別が許される範
囲に関して, 国家が広い範囲の条項を規定することを極端にためらう｣ ところにある. 人権条項
が国内法上に表現される場合, この種の権利はアクセス可能で拘束力ある真の ｢人権｣ として看
做されるのではなく, しばしば単に ｢外国産でなく国内産の法規範｣ と看做されることになる.
この段階で, ｢人権はローカルレベルからグローバルレベルとなって, 社会それ自体に文化的,
国際的手法を埋め込む｣ ことになっている(18).
経済的, 社会的権利に関する近年の沈黙は, ｢実際, 法律の専門家は熟知していないが, 彼ら
の甚だしい政治的ないし道義的な願望的強制力に依拠した性格に起因して｣ いる. 法的権利およ
び義務は, ｢具体化されることと, 思い止まらせ, 効果的な制裁を伴うことを必要とする. すば
らしい思想, 一般化された善意の宣言, 大まかな目標は, 政策的要素であって拘束力を有する法
的要素とはなり難い｣ といえる(19). 社会的, 経済的権利に関する ｢法廷の審議は, 帰結しなけれ
ばならない積極的措置の態様および内容について判断する｣ ことであるとすれば, 社会的・経済
的権利に関する近年の沈黙は, ｢実際上はじき出された人々の実質的人権 (human rights) や基
本的自由はどこで, どのように包摂されるのかが問題となる｣ としている(20).





1 貴族院 (House of Lords) 判決における合理的調整義務の意味内容
1 ) 貴族院判決の提示した原則的考え方
貴族院 (House of Lords, 2004.7.1, 以下 HL)(21) は, DDA の趣旨・目的に着目し従来不明瞭
であった合理的調整義務の意味・内容を明確にして, その要素に関する性格付けと論点を次のご
とく整理した(22).
① 合理的調整義務の内容 (有利な処遇) と発生時期
CS (Court of Session スコットランド民事上級裁判所) は ｢合理的調整義務は障害従業員の
特殊な雇用とリンクしており, 障害者が不利な立場に置かれるのを防止し得ることは何もない場
合には生じない, との理由で申請人の上訴を棄却した｣ 点で判断を誤った. なぜなら, DDA は,
｢使用者に障害者を支援する措置 (steps to help) を講ずるよう要請しており, 障害を持たない
他の者に対する措置を講ずるよう要請していない｣, その点において ｢性差別禁止法および人種
差別禁止法とは異なる. DDA は, 障害者と他の者との間に存する違いの重要性を軽視していな
い. 同様に扱われることを期待しているわけでもない. 女性より男性を有利に扱うことは, 女性
差別であり, 男性より女性を有利に扱うことは男性差別である. 妊娠は別として, ジェンダー間
での違いは, 一般的には関係がないものと看做される｣ とした.
合理的調整義務は, ｢使用者が障害者の障害に起因する不利を取り除く｣ ために, もっと ｢有
利に処遇することを要請するもの｣ である. これは必然的に ｢積極的識別の手段を伴うもの｣ で
ある. そこで調整義務は ｢本件従業員が障害を持つに至り, 最早, 職務記述書の要件を充足する
ことができなくなった場合に発生する｣ とした.
このように HL は, 性差別禁止法および人種差別禁止法と構造的な違いがあり, ｢有利な処遇｣
が要請されており, それは不均等でも不平等でもないことを明確にしたのである(23).
6 条 1 項により使用者が作成した ｢申し込み事項｣ とは何かに関して, 未だその定義は確定さ
れていないが, ｢誰がどういった仕事を手に入れるか, また賃金はいくら支払われるか, などに
関する申し込み事項に適用されるのと同様, 業務および責務に関する職務記述書にも適用される｣.
したがって, むしろ ｢申し込み事項｣ に関して正確な定義づけを試みることが問題の焦点｣ とな
る. 本件における使用者の ｢申し込み事項｣ は, ｢6 条 1 項にいう意味において, 障害を持たな
い者と比較して, 申請人を相当程度の不利な立場に置くもの｣ といえる.
また, 職務記述書は, ｢最早, 従前の仕事ができないにもかかわらず, 身体的に対応するよう




解雇される可能性が生ずる｣ ことになるのである. ｢解雇されるに至った時点で, 障害者でない
者と比較して相当程度の不利を被った｣ と認定し, ｢職務記述書の要件を充足できなくなった段
階で合理的調整義務は発生する｣ との基準を明示した.
ET の裁決に対して HL は, 6 条 3 項により ｢可能な限り徹底的に熟慮した上で, 他の職務へ
の配転も含まれる｣ との観点から, ｢申請人が雇用された当初の仕事を遂行することが全くでき
なくなり, 協議会内の別の仕事ならできるという事情の下で, 使用者が申請人を解雇した場合,






るための異動をも包含するか, が問題である. 6 条 1 項の下での ｢障害を持たない他の者との比
較は, 同じ仕事をしている非障害者に限られるものではない｣. したがって, 使用者が非障害者
と比較して, 障害者を相当程度不利な立場に置く申し込み事項を防止しようとする措置は, 6 条
3 項により可能な限り詳細に吟味された上で, ｢別の仕事へ異動することも含む｣ といえる. 使
用者がそうした措置を講ずる義務は, あらゆる事情の下で, ｢使用者をして, 障害者が最早遂行
できない仕事からできそうな職務への異動も含み得るとすることには合理性がある｣.
使用者の義務は, ｢障害者をわずかに高い等級の職務に異動させることを要する｣ かも知れな
い. その際, 異動は ｢横滑りもしくは降格と同程度の昇給 (昇格) の場合に限定されるのではな
く, 補助的な上位等級ないし下位等級であるかも知れない｣ のであり, 6 条 3 項 c 号は調整の一




て, 6 条 7 項に照らせば使用者の講ずる合理的措置とはいえない｣ と誤った解釈をした. それは
ET が, この文脈を ｢使用者が障害者を他の者に対する扱いより, さらに有利に処遇するよう要
請する意図は何らない｣ と解したからに他ならない. 6 条 7 項は, この条項の規定に従って, す
なわち, 合理的調整義務は ｢この文脈によって要請される範囲に従って, 障害者を他の者より有
利に処遇することが単に許されないということではなく, 義務づけられているということ｣ を意
味している(26).
その点に関して, Michael Rubenstein は, ｢これは非常に重要な指摘であり, 合理的調整義務
に関わる解釈適用の核心をなす｣ と評している(27).




を要請している｣ ということである. ｢合理的調整の必要性の故に, 障害者と非障害者間におけ
る処遇の平等性は, 結果の平等性に繋がらないかも知れないのであり, そこに障害者の合理的調
整の領域が要請される｣ のである. したがって, このことは ｢協議会は申請人が法上の障害者で
あり, 既往の業務遂行が不可能となったが故に, 当該配転政策に合理的調整を講じるか, または
政策の不適用について考慮すべきであったということ｣ を意味している.
HL は, 合理的調整義務の性格として ｢障害者と非障害者との間における処遇に差異を持たせ
ること｣ を承認し, ｢処遇の平等性と結果の平等性が必ずしも繋がるものではない｣ とする見解
を示した. そうした立場から, 合理的調整義務を講じたか否かにつき再度審議すべく, 本件は
ET に差し戻されるべきであるとした.
2 ) 合理的調整義務不履行の ｢正当化をめぐる判断｣ に関する評価
かかる法理に関して PAULINE HUGHES は, 制定当初から批判にさらされてきた ｢合理的
調整義務不履行に関する正当化｣ について, 次のように論評した.
すなわち, 合理的調整義務は, ｢DDA の要請する全てではないとしても, 中核をなすもので
あり, またそうあるべき｣ である. 調整義務条項は, ｢DDA を他の立法とは異なり, 差別と争
うことを意図したものとなっている｣ のであり, ｢調整義務条項なしでは何の効果もない｣ であ
ろう. その点, 本件および後述 Meikle 事件では, ｢不利な処遇を審議する前に, まず合理的調
整をめぐる争点について審議することの重要性が強調された｣ が, これは ｢適正なアプローチ｣
といえる.
なぜなら, 当該法が要請しているように, ｢正当化の段階で, 何らかの不履行の効果を斟酌す
ることを可能にするから｣ であり, ｢合理的調整に争いのある場合, 不利な処遇は正当化されな
いであろう｣ からである. かくして, 事案の大多数において, ｢障害に関連する理由による有利
でない処遇の正当化は, 合理的調整に依拠することになろう｣ としている(28).
上述のごとく, 2004 年 10 月 1 日以前, DDA は, 合理的調整義務の不履行に対して, 不利な
処遇が正当化され得るか否かを審議するに際し, ｢不利な処遇について立証されなければならな
い｣ と, 許容する規定を置いていた. 正当化をめぐる認定範囲は, HL を含め, 実際上非常に限
定的に解されていたとはいえ, ｢不履行｣ 認定後の ｢正当化｣ の申し立ては非常に多かったので
ある. 本件に関し HL は, 法改正前の文脈から正当化について考察し, 合理的調整義務と不利な
処遇の正当化問題との間の相互関係の重要性を指摘し, 下級審に決定的な影響を与えたのである.
本件の場合, ｢解雇によって差別されたか否かという争点は, 合理的調整の問題が解決された




3 ) ホープ (HOPE) 判事の見解
この論点に関わる ｢不利な処遇の正当化｣ の問題について, ホープ判事は, 次のような見解を
示している.
本件の核心部分は ｢6 条にあるかのごとくであるが, これは 5 条 2 項の下での, すなわち, 使
用者が障害者の障害に関連して課されている 6 条の義務を履行しない場合に, その義務不履行を
正当化することができない場合の差別に関する事案｣ と考えられる. そこで問題になるのは, 5
条 1 項と同条 3 項との関係に関して, 協議会は障害者の障害に関連する理由で行った解雇の正当
化を立証し得たか否か｣ である.
申請人は 1997 年 5 月 6 日に ｢雇用された時点では, 申し込み事項の必要条件を充たし, 仕事
に適合していた｣ のであり, 1999 年 4 月に危険性の少ない外科処置を受け, その結果として後
遺障害を持つに至り, 仕事に適合しなくなったのである. そこで, 障害のために雇用されてなす
べき仕事が遂行できないが故に, 解雇の危険性を伴う不利な雇用条件に異動するという調整がな
されたのだが, そうした措置が合理的調整と評し得るか否かが問題となる (para 11).
つぎに, 協議会が講じた欠員補充として当該障害者を異動する措置は, 幾つかの措置のうちの
一例に過ぎないのであり, 同じ給与等級あるいは同じ先任順位の職務への調整を制約するもの,
と解されてはならない. 協議会は, 申請人の適合性を決定するため, 競争の厳しい面接は要請し
ていない. 重要な点は, 申請人に適合した職務へ安易に異動させ, また, 競争の厳しい面接を要
請する必要性があったか否かである. 本件の場合, ET は, 協議会の方針はそうした措置を省く
べきであったか否かの点について審議していない. それは, ET が 6 条 7 項の冒頭の文言を,
｢法Ⅱ編は使用者に障害者を他の者より有利に処遇するよう要請しているところは何もない, と
大雑把に把握したから｣ である. 6 条 7 項は, ｢20 項目の調整措置を講ずる義務を条件としてい
る. これら義務の履行は, 障害に起因する不利を除去するために, その立場にいる障害者をより
有利に処遇することを要請して｣ いる (para 18).
1989 年の地方住宅法 7 条 1 項は, 同法 7 条 2 項 f 号によって性格づけられる. 7 条 2 項の冒
頭の文言は, 1 項に従うことを要件としており, 同項 b 号は DDA の 5・6 条に従っている (7
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をめぐって争われたメイクレ事件(31)に関して, CA は, ET 裁決とその理由について否認し,
EAT の裁決とその論旨に賛成しながら, つぎのような論旨を展開して, 使用者たる地方自治体
当局 (NCC) には合理的調整義務の不履行があったと結論づけた.
① 合理的調整義務違反に関する如何なる正当化の抗弁も否定
EAT によって明らかにされた ET の論理上の弱点は, DDA5 条 5 項を適用しなかったことに
ある. 弁解できないほど職務の遂行ができないということであるが, 使用者は 6 条の義務下に置
かれており, その義務の履行を不当に講じなかった場合には, 5 条 1 項が適用される. すなわち,
5 条 5 項の明確な目的は ｢障害従業員を他の者より不利に処遇する使用者に対して, 6 条にいう
使用者による直接的もしくは間接的な合理的調整義務違反に関わる正当化に関する如何なる抗弁
をも否定する｣ ところにある. その位置づけは, ｢使用者の 6 条義務に従った場合であることを,
ET は考慮しなければならない｣, それはその小部分の最終部分が ｢使用者が 6 条の義務に従っ
た場合であったとしても｣ という文言で示されている. 本件の場合, ｢上訴人 NCC が被上訴人
に対する, とりわけ多くの書類とより多くの非接触時間条項 (provision of more noncontact
time) に関して, 調整義務の多くを履行しなかったことは, ET の所見からも明白といえる｣ か
らである(32).
② 障害者に対する措置の拒否と契約違反の存在
被上訴人は傷病欠勤後に仕事に復帰できるよう調整措置を要請したが, 上訴人 NCC はそれに
同意しなかった. その後, 被上訴人は辞職したものであるが, ET は, ｢申請人は積極的に解雇
されたわけではないので, 基本的な契約違反には当たらない｣ とした点において誤った. EAT
は, NCC は ｢申請人に対して障害者に対処する措置を拒否し続けた結果, 根本的な契約違反を
犯し, 申請人はその違反に対応して辞職した｣ と裁決した. 本件はこのようにして使用者による
契約破棄が確定したものだとすれば, 適正な法的アプローチは, ｢被上訴人が雇用契約は終了し
たものとして, 当該契約の破棄扱いを受け入れたかどうかが問題｣ となる.
それは, ｢被上訴人が使用者の他の行為および無反応に対抗したという｣ 事実は, 契約破棄の
受け入れを損なうものではなく契約違反にまで達しないが, 被上訴人が使用者による契約違反に
少なくとも幾分か対抗して辞職したことで十分｣ である. 本件の場合, ｢上訴人 NCC の頑強な




ET は, NCC が傷病給付を半額に削減したことに対する, 障害を理由とする差別の申し立て




と認定し, 合理的調整義務として ｢傷病給付の全額を支給する義務は 6 条上の義務としては存し
ない｣ とした. なぜなら, かかる支給義務は 6 条 11 項の ｢職員の傷病給付体系または申し込み
事項の下で, 何らかの給付可能性との関連で適用しないに組み込まれる｣ ことを理由に, ｢除外
される｣ とした点で解釈を誤った. 6 条 11 項を全体的に把握すれば, ｢当該文言は直接使用者に
よって従業員に決済を保証することは, 不適切である｣ ように思われる.
EAT は, 申請人の傷病給付の削減は, ｢不利な処遇が正当化されたと認定した｣ 点において,
また, 使用者は 6 条の義務下にあるが, ｢その義務に従っていない場合, 5 条 1 項を適用して, 5
条 5 項は適用されない｣ とした点において解釈を誤った.
CA は, ｢上訴人 NCC が, 被上訴人の労働条件について 6 条により要請される合理的調整義務
の, すべての措置を講じたかどうか, 講じられなかった結果, 被上訴人は 100 日間以上に亘り欠
勤していたのであり, 傷病給付削減の責を負わされるかどうか, について審議すべきであった｣
と述べた (para 61, 66).
その上で, 6 条 11 項の文言は, 個々の字句を抜粋して読むのではなく, 全体として読み込ま
れる必要がある. 小部分が全体として読まれる場合, 文言は直接使用者によって従業員になされ
る支給を保証することを不適切としているように解される. そのことが, 議会によって意図され
たとすれば, その点についてより明確に, より詳しく叙述されることが期待されたであろう. 6
条 1 項は, 半額となる不利益を克服するために, ｢合理的調整を講じるよう上訴人 NCC に対す
る 6 条の義務を除外している｣ とした ET の裁決を誤りとした EAT の裁決に同意するとした(33).
2 ) ｢重大かつ相当程度 (substantial and material reason)｣ の証明
① 正当化の抗弁の有効性
事故に遭遇し指先を損失して後遺症が残る労働者の代替職務をめぐって争われたコリンズ事
件(34)に関して, CA は HL と同時期に同趣旨の論旨を展開している. CA は, ET および EAT の
合理的調整義務不履行の正当化に対し, セドリー判事が ｢この上訴が障害者差別禁止法に関して,
新しくて鋭い差別の問題を引き起こした点は, 使用者の合理的調整義務不履行は非合理であるが,
それにもかかわらず正当化される得る場合があるであろうか｣ と述べた点にある. その点, 不履
行の正当化の立証が許される場合があるかについて見解を示した.
DDA の文脈とその目的に照らせば, 5 条 4 項の唯一の解釈は, 6 条違反の正当化, すなわち,
｢6 条にいう適切な義務履行の立証に関する条件を充たせば確定されることを許さない｣ という
ことである. 5 条 3 項と同条 4 項の文言は非常に密接な類似性があるけれども, それらの意味は
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このことは, 同条 3 項の意味および効力から慎重に分離されている. というのは, ｢調整義務
不履行は使用者としての責務を合理的に講じたと認定されるに至らない場合においてのみ発生す
るという仕組みによって, 十分に説明される｣. というのも, 同条 3 項にいう正当化は, ｢査定判
断の必要性なしに認定される, それほど不利な処遇に関するありのままの事実から始まるから｣




アムズ事件(36)に関して, CA は, 調整義務不履行の正当化と ｢重大かつ相当程度｣ の理由につい
て, 次のような見解を示した.





EAT は, ET の裁決を翻すに当り, 本件に関わる最も異例ともいえる特徴を見失った. それ
は, ｢一般的な事件の傾向としては派生し難いものであるが, 合理的調整義務の不履行および不
利な処遇に対する客観的正当化に関する直接差別の事案である｣ という点である (para 53). 訓
練とソフトウエアの備え付けに関連する正当化の問題について, ET は適切な調査ないし診査を
しなかったと認定し, 訓練に要する時間と費用 (受講料) の点に関して重大かつ相当程度の問題
があると判断した.
被上訴人 JWT は, ｢上訴人が全盲であり, 調整がなされなければならないことを周知してい
た上での採用であった. 被上訴人は, 雇用が始まる前後から上訴人の働く仕事について, 全盲の
人を十分訓練するための費用および時間に関する適切な調査を怠った. そうした事情の下で, 上
訴人は雇われて仕事をするのに必要な器材および訓練を提供されなかった｣ のである. しかし,
被上訴人 JWT は, かかる事情の下において ｢差別していない, あらゆる合理的な措置を講じた｣
と主張したものである.
訓練とソフトウエアの備え付けに関する正当化の問題は, ｢ET が, 使用者は十分な調査と診
断を怠ったと認定した事実に基づいて, 訓練の期間および費用の点が重大かつ相当程度に該当す
る理由といえるかの問題が浮上した｣ のである. 被上訴人は, ｢合理的調整を講じなければなら
ないことを知っていたという事情の下で, 上訴人を採用したのである. 技術的な可能性ないし訓
練選択権に関する調査費用は支出額に含まれる. 必要な器材および訓練の提供を怠たる行為は,
｢特定事案の事情における責任ある使用者の対応とは看做されない｣ のである. EAT 自体が陥っ




EAT の採決は, 余りに使用者の経済的負担・負荷を重要視し過ぎて, 採用時以降の使用者の
数々の手抜きを擁護することとなった. CA の ｢EAT は使用者の代弁者の罪を犯した｣ との認





件(38)に関して, EAT は, 合理的調整義務に不可欠な部分として ｢障害者の不利な立場｣ に対す
る対処を挙げた.
EAT は, ET が ｢上訴人公立大学は声が出なくなった被上訴人講師に対し, 合理的調整措置
を講じなかった, とした点, それにもかかわらず調整措置として音量増幅に効果があったことを
示唆する証拠はなかったとした点で, 判断は誤っていなかった｣ と裁決した. 率直に読めば,
ET の裁決は, ｢道理を弁えた使用者が講ずるべき合理的調整措置の一例を挙げている｣ のであ





ねないことが, 使用者に課せられた義務違反を構成しないとすれば, 多くの事案において, 合理




関して EAT は, 次のような論旨を展開してアーチボールト事件に関する HL 判決の定着を強く
印象づけた.
EAT は, ET が使用者は疾病を理由とする解雇を決定する前に, 雇用を継続するための適合
性について面談 (consultation) するなどの合理的調整を講じないことによる, 障害を理由とす
る差別はなかったと認定した点で, 判断を誤った. 貴族院のアーチボールト事件判決に拠れば,
｢障害者に対する不利な処遇は, 使用者の負っている調整義務を履行したと認定されなければ,
正当化することはできない｣ において明らかである. その点 ET は, ｢合理的調整について法令
上に表れている内容と同じ法理において, 論点の審議が簡明になされているか否かを考慮しない
で, 誤った正当化の判断｣ を導いた.
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その点に関して EAT は, 使用者が解雇を決定する前に, ｢申請人と使用者側の誰もが産業衛
生医の診断書の条件について全く議論しなかった｣ のである. それにもかかわらず, ET は申請
人との面談があったと認定した点で誤った. 解雇の決定をする前の申請人との面談は, ｢合理的
調整ということができよう. 面談にかかわる遅延を使用者が許すことを不合理とするような緊急
性は全くなかった｣(41) として, 申請人が障害の理由で差別されたこと, 不公平に解雇されたこと






して EAT は, 欠員補充措置の有無と合理的調整について次のように述べた.





た. その上で ET は, ｢使用者は人為的に仕事をつくり出そうと思料していたかもしれないが,
彼らは実際上, 新たな仕事をつくり出さないことが合理的であるとして行動していた｣ のであり,
｢法令上の責務の一部としてなすべく要請されている合理的調整を講じなかった｣ と認定した(44).
しかし ET は, 使用者が ｢即時型対応｣ としての配転政策の下で, 申請人が自身を余剰人員の
｢虞のある状態｣ に置く申し出を受け入れ, 他の ｢欠員補充｣ に申し込むに当り, ｢申請人の優先
権を復権させることは合理的調整でないと認識した時点｣ で, ｢被申請人が何を意図していたの
か明白にしていない｣ 点で誤った. また, ET は, 被申請人が申請人の間に合うように申し込ん
だ金融系欠員補充について審議するに当たり, かかる事情において ｢申請人に優先権を与えるこ
とは合理的調整ではないと結論を下したのかどうか, 不明瞭である｣ ので, ｢上訴はこの点につ
いて許され, さらなる審理継続のために ET に差し戻す｣ とした(45).
④ 面談に関する知識の欠如と合理的調整義務
上述ターブック事件に関して EAT は, ｢あらゆる事案において, どういった合理的調整が講
じられるのがよいかにつき, 障害者との面談を切り離して, 無用な識別をする使用者の調整義務
は存しない｣. 唯一の問題は, ｢合目的的に見て, 使用者が自己の義務を履行したか否かというこ







実, または義務の存在を知らなかったという事実は関係ないもの｣ となる. それは, ｢使用者に
とって全く思いがけなく, 考え難い服従であるかもしれないけれども, それが道理｣ である. 逆
に, ｢使用者が合理的に要請されたことを講じなければ, 従業員と面談したことは, 何ら使用者
の役には立たない｣. こうした観点から, この争点に関する使用者によるクロス上訴は許される
だろう(46). しかしながら, ET は, 申し立て手続きは最初に使用者の決定の不備な点を論証でき
たかもしれない, という指摘を全くしていないとしても, 企業内での申し立て手続きが十分に実
施されなかったとの理由により, 申請人の解雇を不当と認定した点では判断を誤らなかった(47).





フィー事件(48)に関して CA は, DDA の下で, 代理母出産を通して乳幼児を設けた後でも, 有給
休暇の取得が許さるべきである, との上訴人の申し出を拒否した行為を容認し, ただし唯一適正
な被申立人は地方教育委員会というよりむしろ学校理事会である, と認定した点において ET は
判断を誤らなかったが, 教育指針 (1999 年) 3 条 1 項 b 号に従えば, 理事会は DDA の下で教員
により提起された ｢あらゆる事案において使用者である｣ と解した点で誤った.
DDA の下では, 教員によって提起される請求が, 雇用権限を有する機関の権利行使に関連す
る場合においてのみ, 理事会の使用者としての責務が生ずる. 申し立てが地方教育委員会の有す
る雇用権限の行使に関して提起された場合に, 被申請人として地方教育委員会を引き出すべきで
ある. しかしながら, 申し立て事項は, ｢理事会に権限が付与されている場合で, 理事会のみが
被申請人とされ得る場合｣ である. かかる場合, 地方教育委員会には全く ｢使用者｣ としての責
務はない. この場合, 上訴人 (申請人) の有給扱いの申請を拒否することは, ｢職員の任命権,
停職, 懲戒, 解雇｣ (教育指針 2 条 2 項 1999) について, 雇用権限を有する理事会によって行使
される.
また, 学校規格基準法 (1998 年) 16 条は, 理事会の管理下にある職員に関する ｢行為と懲罰
規範｣ について規定しており, 特に, 職場規律と手続の問題の一部として, ｢能力の欠如｣ およ
び ｢雇用関係における能力｣ については, ｢健康に関する限界性も含んでおり, 肉体的および精
神的な健全性と関連する理由で, 教師に休暇を与える権限を理事会に与えて｣ いる. 理事会が教
師を任命し, 停職にし, 解雇する権限を有しているとすれば, ｢教員に休暇を許す権限, かかる
休暇を有給にすべきか, 無給とすべきかを決定する権限を有していると認められない, とするこ





自由裁量を保有していたという事情の下では決定に責任がある｣ (para 31). CA は, したがっ
て, EAT および ET が, 理事会を ｢唯一の訴訟当事者と認定｣ し, 無給扱いを決定したことに
関して ｢赤字に転落している同校の財政事情に及ぼす影響を考えれば, 使用者の調整義務違反を
構成しないとしたことは妥当である｣ とした. 本件では, 代理母出産で乳児を設けた女性教師の
休暇申請に関わる事案であるが, 学校側の証言 (女性副理事長) は, 経済的負荷の点 (para 17,
18) に加え, 本件の場合は ｢出産休暇に該当する謂れはないし, 養子の育児休業という扱いとな
ろうか｣ など事案の特殊性を強調していた.
財政悪化という事情の下での, 有給の休暇申請を拒否した理事会の自由裁量権について, ET
と EAT さらに CA も同調的な判断を示した. 代理母の出現という事態に関する規則の欠如もさ
ることながら, 使用者の経済的負荷を重要視する姿勢の根深さを強く印象付けた. 上述ウイリア
ムズ事件 (注 36) に関する ｢費用負担｣ と異なるのは, ｢赤字に転落｣ との事実認定にあるよう




イギリスの障害者は, ｢総労働年齢人口の 20％を占め, 690 万人が就業年齢に達して｣ おり,
年齢が増すにつれ非障害者との就労格差は拡がる傾向に｣(50)ある. しかし, 1998 年以降 ｢障害者
の雇用率は 7％増大し, 2004 年には公共部門での就労は上記年度と比べ女性で 24％強, 男性に








り, 認定された障害者は ｢自動的に法律の保護が受けられ, 政府機関が同意しない限り解雇され










福祉モデルから市民的権利 (就労) モデルへという流れが勢いづく中で, 少なくとも①働くこ
とが困難な人々, ②雇用において特別のニーズを必要としている人々, ③障害者を対象にした労
働市場政策からは必要とされない人々, 等々に対する国家の支援は社会権の後退に伴い軽視され
ている. すべての障害者にとって, ｢有給雇用は現実的な選択である｣ とする提言は, ｢単なる仮
説｣ にすぎない. それは, ｢強度の学習困難や複雑な身体・知覚の機能障害を持っている人々は,
決して働くことができないのではないか, 努力の効果を生み出せない症状の存することを看過し
てはならないからである｣ とする主張がある(54).








ことは, 極めて不明瞭｣ であり, ｢国家のビジョンは障害者個々人にとって一枚岩的で, 柔軟性
に欠け, 敏感性にも欠ける傾向｣ にある. イギリスにおいては, ｢北欧諸国のように, 大規模な
福祉政策の展開, とりわけ特別高率な課税に依拠した福祉条項を, 今日的に政治上の現実的選択
とすることもできないように｣ 思われる(56). 今日ではむしろ ｢福祉モデルから福祉モデルと市民




透させ, 充足率をクリアできるか. 納付金 (未充足数 1 人当り月額 5 万円) を拠出すれば, それ
で ｢事足りる｣ とする姿勢は払拭されなければならない時期に来ている. その際近年のイギリス
では, EU 域内はもとより国際社会の中で, 追随的姿勢を克服すべく争点整理に向けた論争的取
り組みを窺わせる展開があった. 障害者人権条約の批准に向けたわが国の論争を喚起させる上で,
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示唆されるところは少なくないように思われる. 障害者の権利主体性を不明瞭のままに止め, 事
業主の ｢努力義務｣ を促す枠組みにおいて果して, 適切な ｢雇用の場の提供｣ および ｢雇用の安
定｣ は図り得るであろうか.
少なくとも, 障害者差別禁止の明示・違法な差別行為の類型, 経営者・使用者 (国と地方自治










 EU の掲げる基本的価値観は, 欧州憲法条約 (European Communities: 'Treaty establishing a
Constitution for Europe' European Communities: Office for Official Publications of the European
Communities, 2005) にいう, ｢人間の尊厳, 自由, 民主主義, 平等, 法の支配, 少数者である人々の
権利を含む諸価値｣ に基本的な価値を置き, これら価値は ｢多元主義, 無差別, 寛容, 正義, 連帯およ
び非差別の社会として加盟国に共通する｣ と宣言し, ｢その価値の促進に努める｣ (Ⅰの 1・2 条) とし
ている. また, ｢社会的断絶と差別を撲滅して, 社会的正義・保護, 男女平等, 世代間の連帯および子
供の権利保護を促進すること｣ (Ⅰの 3 条) を掲げている.
これは, 世界人権宣言の ｢人種, 皮膚の色, 性, 言語, 宗教, 政治上その他の意見, 国民的もしくは
社会的出身, 財産, 門地その他の地位またはこれに類するいかなる事由｣ による差別をも受けることな
く, この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享受することができる｣ (2 条), として挙げた ｢事由｣
を継いだその後の国際人権 B 規約 (26 条) や日本国憲法 (14 条) も同旨事由を踏襲して掲げ, さらに
欧州人権条約ではそれに ｢国内少数者集団への帰属｣ を事由に加えている. (差別禁止・14 条) こうし
た史的展開過程を巨視的に顧みれば, EU 指令が ｢障害｣ を明文で事由の枠組みに入れるに至ったこと
は, ｢すべての人の普遍的人権の実現に向けた歴史的意義を担うもの｣ といえる.
 積極的是正措置と最小限度の要請
指令は, 完全実施に向け加盟国に対しポジティブ・アクション (積極的差別是正措置) として, ｢職
場の安全衛生の確保に関する条項を設け, またはそれを維持すること｣ (7 条 1 項), ｢障害者の職場環境
への統合を保護し, 促進するための条項を設け, またはそれを維持すること｣ (同条 2 項) を助長して
いる. その上で加盟国に対し, ｢均等待遇原則の保護をさらに一層支援ないし奨励する規定を導入し,
またはそれを維持すること｣ (8 条 1 項), ｢当該指令をして, 加盟国によって既に規定された差別に対す
る異議申し立て基準を低めさせる根拠とすることは許されないこと｣ (同条 2 項), を最小限度の要請と
している.
 権利保証と立証責任
また指令は, 均等待遇原則の適用される権利が ｢侵害されたと思料されるすべての者に対し, 司法手
続きまたは行政手続きを執る権利を保証し｣ (9 条 1 項), ｢均等待遇違反でないことの立証責任
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(burden of proof) は, 原則として被申立人 (被告) に存する｣ とした. すなわち, 加盟国は ｢当該国
の司法制度に従って, 均等待遇原則が適用されず違法だと思料される場合, 法廷もしくはその他の行政
機関に, 直接的または間接的差別があったと推定される事実を証明することを保証する措置を講ずるも








ずるものとする. 制裁 (損害賠償の構成) は, 拘束力を有し均衡を保ち抑止的でなければならない｣ の
であり, 加盟国は, ｢遅くとも 2003 年 12 月 2 日までに, EU 委員会に対し, それらの条項またはそれら
に影響を及ぼすどのような改定についても, 遅滞なく報告するものとする｣ (17 条) としている.
 後述アーチボルド事件参照, ここでは同事件 HL 判決の paragraph (58-61) のみを記す.
 Maren McDonald, 'Disability discrimination (1): who is protected?' IRS EMPLOYMENT
REVIEW 808, "EMPLOYMENT LAW", 24 SEPTEMBER 2004 p51-, また, PAULINE HUGHES は
これらの修正事項について, ｢アーチボルド事件に関する貴族院判決および Nottinghamshire・Meikle
事件判決は, 2004 年 10 月 1 日法改正以前に明確に示した判断基準であるが, 障害に関連する差別に関
わる訴訟であり, 3A 条 6 項は従前の 5 条 5 項と同一作用を及ぼすので, 改正後に妥当する適法な効果
を担っている｣ としている. 前掲 PAULINE HUGHES, Industrial Law Journal, Volume 33 Number
4 December (2004), p366.







 ｢障害に関連する｣ 差別に関しては, 当該使用者が障害に関連する理由で障害者を, そうした理由が
ないかもしくはなかった他の者より不利に処遇するか, または処遇したことによって差別し, その処遇
が正当化されることを証明できない場合に発生する (改正 3A 条 1 項). これは, 直接差別に該当しな
い不利な処遇であり, 比較検討はすでに Clark 事件(拙稿 ｢イギリス障害者差別禁止法における使用者
の合理的配慮義務と法的・実践的課題 (1)｣ 日本福祉大学社会福祉論集第 117 号 (2007.8), p29-30 参
照) において明確にされている. 正当化されない場合においてのみ, 不利な処遇は違法と認定され, 当
該処遇に対する理由が特定事案の事情にとって重大かつ相当程度である場合においてのみ処遇は正当化
される (改正 3A 条 3 項). 正当化の問題は, 合理的な調整に依拠することになる. なぜなら, 当該使
用者が合理的調整義務の下にあり, それを履行しない場合に, ｢義務が履行されたか否かが明確にされ
なければ, 処遇は正当化されることはない｣ (3A 条 6 項), からである.
 何人をも犠牲にすることの違法条項 (3A 条 1 項) が追加された. いわゆる障害者に対するハラスメ
ント禁止条項である. 差別的な広告を発行すること, あるいは発行されるよう誘引すること, または他
の者と障害者を差別するよう教唆することもしくは圧力を加えることなどの態様を違法とした.
 前掲拙稿日本福祉大学社会福祉論集第 117 号 (2007.8), p28-29 のような事例において使用者が勝訴
する可能性はなくなったといえる.




a) ｢あらゆる形態の雇用に関わるすべての事項, 募集, 採用, 雇用に関する条件, 雇用の継続, 昇進,
安全でかつ健全な労働条件を含む事項に関して, 障害を理由とする差別｣ を禁止する.
b) ｢他の者との均等, 同一価値労働同一報酬 (equal opportunities and equal remuneration for work
of equal value) の原則に基づき, ハラスメントからの保護, または安全でかつ健全な労働条件およ
び苦情処理を含む, 公正でかつ良好な労働条件に関する障害を持つ者の権利｣ を擁護する.
c) ｢障害を持つ者が, 他の者との均等原則に基づき, 労働組合権 (labour and trade union rights) の
行使ができること｣ を保証する.
d) ｢障害を持つ者が, 一般的な技術ないし職業訓練計画, 職業紹介サービス, 職業訓練および継続訓練
に対して効果的にアクセスすること｣ を可能にする.
e) ｢障害を持つ者が, 労働市場において雇用機会, 昇進はもとより職を求め, 就労し, 継続し, 復職す
る際の支援｣ を促進する.
f) ｢自営業, 起業, 協同組合の育成および自己事業を発起する機会｣ を促進する.
g) ｢開かれた労働市場において, 障害を持つ者による労働体験の習得｣ を促進する.
h) ｢障害を持つ者に対する職業的リハビリテーション, 専門的リハビリテーション, 仕事の維持および
復職｣ を促進する. (以上 1 項).
｢締約国は, 他の者との均等原則に基づき, 障害を持つ者が強制労働もしくは義務的労働・徴兵
(forced or compulsory labour) により, 奴隷的もしくは隷属的状態 (in slavery or in servitude) に
置かれないこと｣ を保証する. (2 項).
なお, 本条約については, 川島聡・長瀬修の仮訳 (2007 年 3 月 29 日付訳) 参照.
 Luke Clements and Janet Read,' Life, disability and the pursuit of human rights ', "Disabled
People and the Right to Life", (2008), p3-4.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p14.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p15-16.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p15.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p18.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p19.
 Ibid., Luke Clements and Janet Read, "Disabled People and the Right to Life", (2008), p20.
	 前掲拙稿日本福祉大学社会福祉論集第 117 号 (2007.8), p23 は, 社会的, 経済的権利が近年顧みられ
ない点に関して Kathryn Ellis は, ｢ 『社会権による補強を議会に求める姿勢を放棄したまま, 市民的
権利 (civil and human rights) のみに依拠した秩序化』 を実現させるものである｣ など根深い批判が
あるとしている.

 ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, (2004) ICR 954
(HL), 2004 UKHL 32.
〈事実関係〉
申請人 Susan Archibald は, 1997 年 5 月から 2001 年 3 月 12 日まで, ファイフ協議会 (Fife
Council) において雇用され, 道路清掃婦として廃棄物収集, 公衆便所および道路の清掃などの業務に








要請, 職場環境の制約などのため, いずれの職務の仕事も得ることはできなかった. 官庁拠点とする仕
事の請求に関しては, 配転政策により競争の激しい面接を受けるよう要請された. 他方, 所属する労働
組合代表者は, 競争の激しい面接に応ずる必要性はない旨弁護したが, その主張は受け入れられなかっ
た.
結局 2001 年 3 月, 配転手続きが執られて, 長期欠勤と職場復帰の難しさを理由に, 解雇止むなしと
する協議会見解が示された. 協議会に対する彼女の不服申し立ても拒否されたので, ET (雇用審判所)
に対し使用者の合理的調整義務の不履行と障害に関連する理由で差別された旨申し立てた.
ET は, 6 条 3 項に関連する唯一の措置は, 申請人を既存の欠員補充のために ｢異動｣ させたことに
関係していると認定したが, 申請人の ｢使用者の方針にもかかわらず, より高い等級の仕事のための競
争の激しい面接に応ずる必要性はない｣ 旨の主張は棄却した. その上で, 6 条 7 項の文言は, ｢使用者
が障害者を他の者に対する取り扱いより有利に処遇することを要請するものとはなっていない｣ と説示
した. そうした論旨の展開から, ｢使用者は合理的調整義務を履行しなかったことにはならない｣ と解
し, 解雇の正当化を認定した.
SEAT (スコットランド雇用控訴審判所) は, 申し込み事項については, すべての職員に適用される
ことを理由に, ｢配転政策によって上訴人が相当程度の不利を被ったわけではない｣ として棄却した.
その論旨は, 本件の場合, ｢使用者には DDA 上の何らの合理的調整義務もない｣, その理由として 3
つの判断要素, すなわち第 1 に, ｢当該障害者は, DDA 上にいう障害者である｣ こと, 第 2 は, ｢当該
障害者は, 障害を持たない者との比較において, 相当程度の不利な立場に置かれている｣ こと, 第 3 に,
最も重要な要素であるが, ｢6 条 1 項にいう他の者との比較における不利 (disadvantage) は, 同条 2
項にその意味が内包されており, 使用者もしくは使用者を代理する者の利益のために作成された申し込
み事項から発生する｣ 点を挙げた.
そうだとすれば, 当該申し込み事項が, ｢形式的なうわべだけの事項なのか, あるいは掛け値なしの
履行可能な事項なのか｣ を明らかにする必要があり, さらに, ｢何らかの仕事に就いている者が障害を
持つに至り最早, 自己の基本的職分を遂行できなくなった場合｣ は, DDA の合理的調整条項が目的と
する ｢使用者もしくは代理人により作成された申し込み事項の構成要素とはならない｣ とする見解を示
した. その上で, 本件の場合, 申し込み事項の ｢競争の激しい面接方針は, 全ての従業員に適用される
ので, 上訴人を相当程度の不利な立場に置くものとはいえない｣ と裁決した.




｢(a) 誰に雇用を提供すべきかを決定するための申し込み事項｣, (b) ｢雇用, 昇進, 異動, 職業訓練ま
たはその他の給付が提供されまたは供与される事項に関する期間, 条件, 申し込み事項｣ に関してのみ
適用する.
CS (Court of Session・スコットランド民事上級裁判所) は以下のごとき判断を示した.
6 条 1 項にいう合理的調整義務は, ｢障害を持たない者と比較して, 障害者に対して相当程度不利な
影響を及ぼす場合, 特定雇用の申し込み事項を調整することが使用者に課せられている場合に発生｣ す
るのであり, 当該障害者が ｢自己の仕事の基本的職分を遂行できない場合には保証されない｣ とした.
その上で, ｢使用者が障害者をして不利な立場に置かれるのを防止するために講じ得ることが何もない
場合には, 使用者の合理的調整義務はない｣ のであり, ｢雇用の性質上, 基本的な変更を含め, 障害者
に全く異なる仕事を提供する措置にまで解釈適用を拡大してはならない｣ とした.
 ET および CS の論旨に対しては, 学説から ｢非常に狭く解釈された｣ (2004) IRLR,' Highlights'
Michael Rubenstein: March (2004), p 177, あるいは, ｢使用者は合理的調整義務に従うために講じな
ければならない措置として, 誰かを異なる仕事に異動するような拡大解釈はしないとの認識に立ってい
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る｣ などの批判がなされた. PAULINE HUGHES," Disability Discrimination and the Duty to Make
Reasonable Adjustments：Recent Developments" Industrial Law Journal (Oxford University
Press), Volume 33 Number4 December 2004, p359.
 ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 47. 64.
 Ibid., ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 65.
 Ibid., ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 66.
 Ibid., ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 68.
 Ibid., ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 69.
 Ibid., PAULINE HUGHES," Industrial Law Journal (Oxford University Press), Volume 33
Number 4 December 2004, p365.
 Ibid., PAULINE HUGHES, " Industrial Law Journal (Oxford University Press), Volume 33
Number 4 December 2004, p362.
 Ibid., ARCHIBALD (appellant) v. FIFE COUNCIL (respondents) (2004) IRLR 651, para. 11. 18.
19.
	 NOTTINGHAMSHIRE COUNTY COUNCIL (appellants) v. MEIKLE (respondent) (2004) IRLR
703, (2004) EWCA Civ 859.
〈事実関係〉
申請人 Gaynor Meikle は 1982 年, 時間講師として Nottinghamshire County Council (以下地方自
治体・当局もしくは NCC) に雇用されたが, 1993 年頃から視力が悪化し始め, ついに片方の視力を失
い, 他方の視力は若干維持し得るほどになった. そこで彼女は, 教室の場所, 準備時間の量, 書類や通
知事項の増加などを含む多くの調整措置を NCC に要請した. 1998 年 6 月頃から傷病休暇に入ったので,
これらの措置はわずかしか講じられなかった. 産業衛生医は, ｢眼精疲労だけではなく, 継続的な仕事
の遅れや困憊の結果が彼女の苦悩に関係している｣ と診断した. 申請人は代理人として弁護士を依頼し,
1999 年 7 月 23 日に障害に関連する理由で差別された旨の不服申し立てを行った (第一回目).
しかし, 同年 9 月 10 日に欠勤を理由に停職扱いとされ, 12 月 17 日の時点で傷病給付を半額に削減さ
れた. これは, ｢100 日間以上の欠勤は傷病給付手当てを削減する｣ 旨の NCC の方針の結果であった.
2000 年の上半期中に, 職場復帰できるように必要と考えられるさまざまな合理的調整に関して, 代理人
弁護士と NCC との間で交渉が持たれたが, 積極的に対応しなかったので, 申請人は 5 月 30 日に即効力
付きの辞職をし, ｢NCC の行為は, 相互の信用と信頼関係を暗示している契約上の条件に反し, 違法な
障害者差別である｣ 旨, また, ｢障害を理由とする不公平かつ違法な解雇である｣ 旨の訴訟を ET に提
起した.
ET は, NCC が書類, 授業計画, 教室の場所などにつき合理的調整を講じなかったとして, 障害者差
別に関する訴えを認定したが, ｢申立人は, 積極的に解雇されたものではない｣ とした. ET は, ｢NCC
が申請人の職場復帰を希望して申し立てた条件に同意しない｣ で, また, ｢その不履行は契約違反には
ならないと主張したが故に辞職した｣ との見解を示した. だが, 本件の解雇は ｢DDA 4 条 2 項 d 号に
いう解雇には該当しない｣ とし, ｢傷病給付の削減は 5 条 1 項に反する障害を理由とする不利な処遇で
ある｣ との主張を否認した. なぜなら, ｢NCC の政策方針｣ ないし職員に対する ｢申し込み事項｣ との
関係では, 傷病給付の支給は年金あるいは他の何らかの給付の下で期日の到来した給付に関連して, ｢6
条 11 項における除外の枠内に組み込まれるからである｣ と判定した.




 Ibid., NOTTINGHAMSHIRE COUNTY COUNCIL (appellants) v. MEIKLE (respondent), (2004)
IRLR 703, para. 63.
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 Ibid., NOTTINGHAMSHIRE COUNTY COUNCIL (appellants) v. MEIKLE (respondent), (2004)
IRLR 703, para. 61. 62. 66.
 COLLINS (applicant/appellant) v. ROYALNATIONAL THEATRE BOARD LTD (respondents)
(2004) IRLR 395, (2004) EWCA Civ 144.
〈事実関係〉
申請人 Sidney Collins は, 未熟練の肉体労働者として国立劇場の木工所に雇用されていたが, 2000





ではない｣ ことを示したので, ｢もはや, 彼は安全かつ効率的に働くことはできないかもしれない｣ と
いう点に関心が集中した. 国立劇場の長期傷病手続を経て会議が開かれ, ｢職場復帰後の可能な仕事は
全くない｣ という結論が下された. 代替可能な仕事がないまま, 申請人は 2001 年 2 月に解雇されたの
で, ET に対して障害を理由とする差別の訴えを提起したものである.
ET は, ｢DDA 6 条違反｣ と ｢使用者の合理的調整義務不履行｣ を認定した. ET は, 被申請人は ｢申
請人はどういった仕事ならできるかに関心を集中し, 働き続けることを可能にするために, どういった
状況を造り出すことが可能かではなかった｣ と認定した. 要するに, 被申請人は申請人が職場復帰した




EAT は, ET の裁決が ｢使用者はその義務不履行の正当化を立証できるかどうか｣ に関して, 5 条 2
項 b 号および 6 条にいう合理的調整義務の不履行に該当するか否かにつき, 被申請人は同様の審査を実
施したことを示したという理由で上訴を容認し, ｢使用者が正当化の抗弁を示し得たかどうかという論
点は, 6 条にいう合理性という文言とただ単に分離しているのではなく, 異なる基準とそれほど煩わし
くない (使用者にとっては) 基準を含むものである｣ とする見解を示した. とりわけ, 5 条 3 項と同条 4
項の効力, ｢不利な処遇の場合｣, 本件の場合は 6 条にいう ｢不履行の場合｣ に, その理由が特定事案の
事情にとって ｢重大かつ相当程度である場合においてのみ正当化される｣ の意味は, ｢使用者の正当化
に向けて維持された抗弁の全てが, 特定事案の事情にとって (a) 重大, かつ (b) 相当程度であるかど
うか, ということに他ならない｣ として, 上訴を容認した.
 Ibid., COLLINS (applicant/appellant) v. ROYALNATIONAL THEATRE BOARD LTD (respon-
dents) (2004) IRLR 395, para. 32, 34.
 WILLIAMS (appellant) v. J WALTER THOMPSON GROUP LTD (respondents) (2005) IRLR
376, (2005) WCA Civ 133.
〈事実関係〉
申請人 Sue Williams は全盲であったが, 1999 年 6 月ロンドンにある国際的に有名なソフトウエア開
発企業である被申請人 JWT 社の経営主任と面接後, コンピュータソフトウェア技術者として, JWT
の IT 部門に雇用された. 5 日間の内の 3 日間は在宅勤務とされ, そのためにロータス・ノーツ (Lotus
Notes) ソフトウｴアを使用する訓練が必要であったにもかかわらず, 類似のソフトウェアを使用するこ
とに同意させられた. 申請人は 9 月 1 日に出社する旨告げたが, 被申請人 JWT には未だ仕事上必要と
される使用可能な器材がなかった.
被申請人 JWT の職員らは, 障害者差別に関する何らの訓練も受けていなかったし, 申請人の雇用に
向けた実務計画の準備もなかった. 申請人は, 行政機関の Access to Work により指示されたコンサル
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問題があって, 器材は 2000 年 1 月末まで到着しなかった.
申請人は, 2 月 17 日働きはじめ, 週 2－3 日間 (後で週 1 日まで減らされる) 事務所に行き, 提供さ
れる仕事と訓練について繰り返し請求したにもかかわらず, 2000 年 7 月まで, なすべき仕事を何も与え
られなかった. 申請人は, ロータス・ノーツのデータベース上で働くように求められたが, ソフトウェ
アに関する 5 日間の研修コースに出席する費用 (4,800 ポンド) が高額過ぎるので, Access to Work を
通して 3,500 ポンドの支払でいいことに決まった. 申請人の使用できる, ソフトウェアで働くのに必要
とされる訓練の申し込み事項に関する様々な手配の試みは, どれもこれも失敗していた.
結局, 2001 年 10 月, 申請人は辞職することを決め, 障害を理由とする差別と積極的な不当解雇を主
張して提訴に及んだ. 申請人は, 雇用開始後 18 ヶ月間に (2002 年 5 月の 1 日を除き), 結局, ロータス・
ノーツ使用の訓練を受けることなく, 適切なソフトウェアおよび IT 開発者としての適切な仕事も提供
されなかった. 辞職に関して申請人は, ｢雇用は完全な魔夢であったこと｣ が分かった, 二年後に ｢仕
事をするための何らの技術もなしでは, 働けるところはどこにも残されていなかった｣ と陳述した.
ET は, 被申請人 JWT は申請人 Williams に対して不公平な積極的解雇をし, DDA5 条・6 条に違反
した, と認定した. ET は, 被申請人の ｢申請人を訓練するのに可能な程度の訓練を行い, 器材と有限
の訓練費用を伴う困難を負わせられた｣ との主張を否認した. また, 被申請人は申請人の職務遂行を可
能にするために, 適切なソフトウェアを備えるかまたは適合させるような措置を講じなかったことによっ
て, ｢合理的調整義務の履行を怠った｣ と認定した. 被申請人 JWT のかかわった時間と費用に基づく
正当化の主張を否認し, 最終的に, ｢申請人は被申請人の適正な仕事を提供するとしたことの不履行に
より, 障害に関連する理由で不利に処遇された｣ と裁決した.
EAT は, ET は被申請人の幾つかの差別に対する正当化に関する理由を, ｢何故重大かつ相当程度で
ないと認定したのか, その点に関して満足すべき理由を示し得なかった｣ という理由で, 上訴人 JWT
の上訴を容認し, つぎの 3 つの論点, すなわち, ｢①ロータス・ノートの使用に関する技術的困難に関
しては, その困難は克服されるか否かについて不明瞭である. ②訓練費用に関して 1 万 2000 ドルの総
予算を超えそうであり, 1 人の従業員のために全予算を費やせない場合に, 使用者は合理的に正当化さ
れるかもしれない, という新たなシナリオには説得力があるか. ③ソフトウｴアを入手し適応させるこ
とを怠った点に関して, ソフトウｴアの入手と適応のためにこれ以上の費用を費やさないという上訴人
の決定は, 果たして合理的調整の枠内にあるか否か｣ に関し法解釈の誤りがあるので, ET において再
審議されるべく事件を差し戻すとした.
 Ibid., WILLIAMS (appellant) v. J WALTER THOMPSON GROUP LTD (respondents) (2005)
IRLR 376, para. 54.
 SOUTHAMPTON CITY COLLEGE (appellants) v. RANDALL (respondent) (2006) IRLR 18.
〈事実関係〉
申請人 Randall は, 公立大学の技術部講師として 1976 年から 2003 年 5 月まで雇われ, 静かな教室で
分別のある学生に, 座って教えていた. それに加え, 1 週間におよそ 2 時間, 講師として機械工場で教
鞭を執らなければならなかった. ここでは, 背後からのはなはだしい騒音で, 大声で語る講師を必要と
していた. 2000 年, 申請人は声に関するトラブルで, およそ 3 週間欠勤した. その後, 2002 年 1 月に
病気休暇をとったが, その際機能性発声障害に罹患していると診断された. 同年 5 月職場に復帰したが,
産業衛生報告書 (occupational health report) の勧告に従って, 申請人の職務に関する調整がなされ
た. 同報告書は, 9 月の新学期開始時に診断を実施するよう勧告していたが, 診察は全く行われないま




10 月にライン管理者および人事担当者と申請人との間で面談が行われ, 5 月に職場復帰したように,
再度働けるよう許可されたいと頼んだ. ライン管理者はかかる要請を受け入れなかったので, 引き続き




ど同程度の低い等級内容となった. 2003 年 4 月 30 日に面談が行われ, 余剰人員を理由とする解雇か,
あるいは病気退職の適用かの選択を迫られた. 結局, 申請人は病気退職の方を選ぶことにしたのだが,
DDA にいう障害を理由とする差別と積極的解雇に該当する旨の訴えを提起した.
ET は, 申請人の主張を容認した. 被申請人は, 障害の影響を考慮して, 申請人の講義スケジュール
をどのように調整するか, そのため声の適切な増幅措置を講じなかったし, その上, ET に証拠を全く
提出しなかった. 被申請人としては, ｢4 月 30 日の面談の時期に合理的調整義務について考慮する絶好
の機会があって, スケジュールの再構成, 配置転換, 再訓練などについて講ずべき事柄を考慮し試みる
とか, 声の増幅措置を用いて調整するなどの工夫が可能であったが, そうした行為はなかった｣ と認定
した.
 Ibid., SOUTHAMPTON CITY COLLEGE (appellants) v. RANDALL (respondent) {2006} IRLR
18, para. 22. 27.
 ROTHWELL (appellant) v. PELIKAN HARDCOPY SCOTLAND LTD (respondents) {2006}
IRLR 24.
〈事実関係〉
申請人 Rothwell は, 2001 年 6 月プロジェクトエンジニアとしてペリカン・ハードコピー・スコット
ランド社のチューリヒ店に雇用されていた. 被申請人チューリヒ店は申請人が 1989 年以来パーキンソ
ン病に罹患していることを知った. 2003 年, 健康状態が悪化したためほとんど業務の遂行ができなかっ
たところ, 開業医である産業衛生医 (キャロル博士) を紹介された. 同博士は, ｢将来的に職場復帰で
きるくらい回復することは, ほとんどありそうもないと感じるが, コンサルタントの診断書を提示する
よう申請人に要求した｣ 旨の書簡を被申請人に送付した.
同博士に対するコンサルタント (神経病理学者) の診断書は, 安定期にあるが新治療の必要性につい
て言及した. 同博士は申請人と面談し診断書について議論したが, そのコピーは渡さなかった. その後,
同博士は, ｢近い将来の職場復帰は適切ではない｣ 旨の書簡を被申請人に送付した. 書簡を受理した被
申請人は申請人との面談を設定したが, その時点では既に解雇の決定がなされていたことは明白であっ
た. そこで, 申請人は障害を理由とする差別と不当解雇を申し立てて訴訟を提起した.
ET は双方の請求を棄却した. ET は, DDA に基づく提訴であることは認めたが, 障害を理由とする
不利な処遇はなかった, と裁決した. ET は, ついで使用者が講ずべきであった合理的調整が講じられ
たか否かを考慮するまでもなく, 何の問題もなかったとし, また, 不当解雇の訴えについても退けた.
それを不服として上訴するに際し申請人は, ｢申請人を解雇する前に, 継続雇用の妥当性評価に関して
申請人との面談の機会を設定するのが, 合理的調整である｣ 旨主張した.
 Ibid., ROTHWELL (appellant) v. PELIKAN HARDCOPY SCOTLAND LTD (respondents)
(2006) IRLR 24, para. 24, 25.
 Ibid., ROTHWELL (appellant) v. PELIKAN HARDCOPY SCOTLAND LTD (respondents)
(2006) IRLR 24, para. 26.
 TARBUCK (appellant) v. SAINSBURY'S SUPERMARKETS LTD (respondents) (2006) IRLR
665
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〈事実関係〉
申請人 Tarbuck 博士は, Sainsbury's Supermarkets 有限会社 (以後 EIS) において, 経営アナリス
トおよび IT プロジェクトマネジャーとして雇用されていたが, うつ病の病歴があった. そのことは,
DDA 上の障害者として認定されていた. 2002 年から同病を持ちながら働いていたが, 2003 年 3 月リハ
ビリプログラムに取り組むことに同意させられ, 同社産業衛生部から疾病進行中の支援と心理学のカウ
ンセリング付きで就労時間を短縮して働くことになった. だが同年 6 月, 申請人は他の多くの従業員と
共に, 余剰人員の ｢虞 (at risk)｣ があることを正式に通知された. ｢虞のある状態｣ に置かれた従業員
は, 自身の所属部門の中の欠員ポストの申し込み優先権を有することになっていた. 申請人は, リハビ
リ期間中はストレスに苛まれるのではないかと心配していたが, 首尾よく ｢虞のある状態｣ に挑戦した.
しかし, 8 月に欠員補充のための面接を受け, 傷病欠勤の様態が悪化したため優先順位に任命されな
かった. 9 月に任命された職務が終了して, 働きに行っても仕事が貰えなくなった. 当該時期はうつ病
が悪化していたので, 他の仕事においては優先権を持っていなかったので不利に処遇され, その結果,
再び ｢虞のある状態｣ として再度仕事が変えられるのではないかと心配していた. 10 月に, 3 箇月の期
限付き仕事を提示されたが, 申請人はそれを断った. 11 月 10 日に, 正式な余剰人員に該当する旨の通
知が発せられた. 申請人は, 会社内で不服申し立てを行ったが退けられたので, 障害を理由とする差別
の訴えを提起した.
ET は, 申請人の障害者差別の訴えを一部容認した. 幾つかの点 (必要な設備を適切な状態で提供し




申請人は, 企業内での申し立て, とりわけ障害を理由とする差別が取り上げられなかった点, その他
の事項について判断されていない, として上訴した. 被申請人も, 面談を怠ったことおよび不当解雇に
関する裁決を不服としクロス上訴したものである.
 Ibid., TARBUCK (appellant) v. SAINSBURY'S SUPERMARKETS LTD (respondents)(2006)
IRLR 665, para. 41.
 Ibid., TARBUCK (appellant) v. SAINSBURY'S SUPERMARKETS LTD (respondents)(2006)
IRLR 665, para. 49. 50.
 Ibid., TARBUCK (appellant) v. SAINSBURY'S SUPERMARKETS LTD (respondents) (2006)
IRLR 665, para. 62. 63. 64. なお前掲拙稿に本福祉大学社会福祉論集第 117 号 2007.8, p34 参照.
 Ibid., TARBUCK (appellant) v. SAINSBURY'S SUPERMARKETS LTD (respondents) (2006)
IRLR 665, para. 77. 78. 80.
 MURPHY (appellant) v. SLOUGH BOROUGH COUNCIL and another (respondents) (2005)
IRLR 382, (2005) EWCA Civ 122.
〈事実関係〉
申請人 Mrs Shahina Murphy は, 2000 年 9 月 1 日 Langleywood 校において教師として雇用された
が, 先天的な心臓病を患っており, 時期が来るまで子供は産まないようにと助言されていた. そのため
申請人と夫は, アメリカ合衆国での代理母協定 (surrogacy arrangement) の締結を経て乳児を設けた
後, 申請人は赤ん坊との接触を密にしたいとの理由で有給での休暇を申請した. 同校理事会は, 財政状
態の不安定を理由に, 申請人に対して無給の休暇を提供すると決めた. そこで申請人は, 理事会と地方
教育委員会 (local education authority) を名宛人として, 合理的調整として有給休暇が付与されるべ
きである旨主張し, 障害を理由とする差別の訴えを提起した.
ET は, 申し立ては地方教育委員会に対してというより, むしろ理事会に対してのみなされるべきで




(1998 年) 16 条は, ｢学校職員に関連する行為と懲罰の規定および雇用に関連する苦情の救済を求める
職員に機会を与えるための手続は理事会の管理下にあるものとする｣ と規定している. 教育指針
(Modifications of Enactments Relating to Employment 1999) に関する規定など多くの条頃につい
て検討すれば, ｢理事会が代表権, 予算権を有しており, 同校においては ET への申請に関する限り,
DDA 上にいう使用者として扱われる｣ と認定した.
雇用権限に関して教育指針は, ｢職員の任命権, 停職処分および解雇に関する権限｣ (2 条 2 項) と,
｢雇用法令の一般的な修正｣, とりわけ ｢代表権および予算権を有している理事会に対する申請は, つぎ
の場合には効力を有するものとする……｣, すなわち, {(a) (名称の如何を問わず) 使用者と関連ある
者, 雇用を提供する者および校長, それらの雇用権限を行使する理事会があらゆる重要な時期に使用者
として権限を行使する者を含む. (b) 理事会の雇用権限の行使と関連して, 地方教育委員会による雇用
は当該校の理事会による雇用である｣ と規定している (3 条 1 項)} (para. 22).
ET は, こうした規定を根拠に, 地方教育委員会の財政状況というより, むしろ同校の財政事情に関
心を集中した. 障害に関連するどのような差別も, ｢理事会の有給休暇拒否の理由が同校の財政事情に
ある故に, DDA にいう正当化の枠組みに入れられる｣ とした上で, 理事会は ｢合理的調整義務の不履
行を犯してはいない｣ と裁決した.
EAT は, この裁決を不服とする訴えを棄却したので, 上訴人 (申請人) が CA に上訴したものであ
る.
 Ibid., MURPHY (appellant) v. SLOUGH BOROUGH COUNCIL and another (respondents)
(2005) IRLR 382, para. 22.
 Ibid., MURPHY (appellant) v. SLOUGH BOROUGH COUNCIL and another (respondents)
(2005) IRLR 382, para, 27, 29.
 Ibid., MURPHY (appellant) v. SLOUGH BOROUGH COUNCIL and another (respondents)
(2005) IRLR 382, para. 41.
 Kingsley Purdam, Reza Afkham, Wendy Olsen, Patricia Thornton, 'Disability in the UK: measur-
ing equality ', Disability ＆ Society Vol. 23, No. 1, January 2008, 53-65, p57.
 Ibid., Kingsley Purdam, Reza Afkham, Wendy Olsen, Patricia Thornton, Disability & Society
Vol. 23, No. 1, January 2008, 53-65, p58.
 by Tom Shakespeare, "Disability Rights and Wrongs?", (2006), p162.
 Ibid., Tom Shakespeare, "Disability Rights and Wrongs?", (2006), p30.
 Ibid., Tom Shakespeare, "Disability Rights and Wrongs?", (2006), p162.
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